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株主資本等変動計算書（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）

（単位：千円）
株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他
資本

剰余金
資本剰余金

合計
利益

準備金
その他利益剰余金 利益剰余金

合計別途積立金 繰越利益
剰余金

当期首残高 1,395,482 1,044,925 13,143 1,058,068 87,500 4,260,000 1,059,513 5,407,013
当期変動額

剰余金の配当 △185,888 △185,888
当期純利益 969,680 969,680
別途積立金
の積立
自己株式の取得
自己株式の処分 13,661 13,661
株主資本以外の
項目の当期変動
額（純額）

当期変動額合計 － － 13,661 13,661 － － 783,791 783,791
当期末残高 1,395,482 1,044,925 26,804 1,071,730 87,500 4,260,000 1,843,305 6,190,805

株主資本 評価・換算差額等
新株予約権 純資産合計

自己株式 株主資本
合計

その他
有価証券

評価差額金
評価・換算
差額等合計

当期首残高 △796,199 7,064,365 561,227 561,227 － 7,625,592
当期変動額

剰余金の配当 △185,888 △185,888
当期純利益 969,680 969,680
別途積立金
の積立 －

自己株式の取得 －
自己株式の処分 53,609 67,271 67,271
株主資本以外の
項目の当期変動
額（純額）

△527,178 △527,178 7,275 △519,903

当期変動額合計 53,609 851,063 △527,178 △527,178 7,275 331,159
当期末残高 △742,589 7,915,428 34,048 34,048 7,275 7,956,751

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

継続企業の前提に関する注記

該当事項はありません。

重要な会計方針に係る事項の注記

１．有価証券の評価基準及び評価方法
　その他有価証券

⑴　時価のあるもの……………………………期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資
産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算
定）を採用しております。

⑵　時価のないもの……………………………移動平均法による原価法を採用しております。

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法
⑴　商品……………………………………………個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法）を採用しております。
なお、一部の商品については、移動平均法による原価法（貸
借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）
を採用しております。

⑵　原材料…………………………………………移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下
に基づく簿価切下げの方法）を採用しております。

⑶　仕掛品…………………………………………個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基
づく簿価切下げの方法）を採用しております。

⑷　貯蔵品…………………………………………移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下
に基づく簿価切下げの方法）を採用しております。
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３．固定資産の減価償却の方法
⑴　有形固定資産（リース資産を除く）………定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）については、定額法）を採用して
おります。
なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。
建物　　　　　　　　 6 年～50年
機械及び装置　　　　 4 年～ 7 年
工具、器具及び備品　 2 年～20年

⑵　無形固定資産（リース資産を除く）
①　市場販売目的のソフトウエア……………見込販売数量に基づく償却額と残存見込販売有効期間（３

年）に基づく均等償却額との、いずれか大きい金額を採用
しております。

②　自社利用目的のソフトウエア……………利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。
③　その他の無形固定資産……………………定額法を採用しております。

⑶　リース資産……………………………………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を
採用しております。

⑷　長期前払費用…………………………………均等償却を採用しております。

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への
換算基準…………………………………………外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は損益として処理しております。

５．引当金の計上基準
⑴　貸倒引当金……………………………………売上債権その他これに準ずる債権の貸倒損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特
定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能
見込額を計上しております。

⑵　賞与引当金……………………………………従業員への賞与支給に備えるため、支給見込額のうち当事
業年度に負担すべき額を計上しております。

⑶　製品保証引当金………………………………製品の無償保証に係る支出に備えるため、過去の実績を基
礎に将来の見込を加味して、翌事業年度の保証期間内の製
品保証費用見積額を計上しております。
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⑷　受注損失引当金………………………………受注契約に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末に
おける受注契約に係る損失見込額を計上しております。

⑸　退職給付引当金………………………………従業員への退職給付に備えるため、当事業年度末における
退職給付債務の見込額に基づき計上しております。
①　退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事
業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付
算定式基準によっております。

②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10
年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の
翌事業年度から費用処理しております。

過去勤務費用については、その発生時における従業員
の平均残存勤務期間以内の一定の年数（1年）による定
額法により費用処理しております。

６．収益及び費用の計上基準
完成工事高及び完成工事原価の計上基準……⑴　当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が

認められる受注契約
工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

⑵　その他の受注契約
工事完成基準

７．その他計算書類作成のための基本となる事項
消費税等の会計処理……………………………消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によってお

ります。

－ 4 －
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追加情報

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）
当社は、従業員への福利厚生を目的として、従業員持株会に信託を通じて自社の株式を交付する取引を行

っております。
(1) 取引の概要

当社は、平成25年５月27日開催の取締役会において、従業員に対して当社の中長期的な企業価値向上
のインセンティブを付与すると同時に、福利厚生の増進策として、持株会の拡充を通じて従業員の株式
取得及び保有を促進することにより従業員の財産形成を支援することを目的として「信託型従業員持株
インセンティブ・プラン」（以下「本プラン」という。）の導入を決議いたしました。

本プランは、「電算従業員持株会」（以下「持株会」という。）に加入するすべての従業員を対象と
するインセンティブ・プランです。本プランでは、当社が信託銀行に「電算従業員持株会専用信託」（以
下「従持信託」という。）を設定し、従持信託は、その設定後５年間にわたり持株会が取得すると見込
まれる数の当社株式を予め取得します。その後は、従持信託から持株会に対して継続的に当社株式の売
却が行われるとともに、信託終了時点で従持信託内に株式売却益相当額が累積した場合には、当該株式
売却益相当額が残余財産として受益者適格要件を満たす者に分配されます。

なお、当社は、従持信託が当社株式を取得するための借入に対し保証しているため、当社株価の下落
により従持信託内に株式売却損相当額が累積し、信託終了時点において従持信託内に当該株式売却損相
当の借入残債がある場合は、保証契約に基づき、当社が当該残債を弁済いたします。
(2) 信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する会計処理

「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30
号　平成27年３月26日）を適用しておりますが、従来採用していた方法により会計処理を行っておりま
す。
(3) 信託が保有する自社の株式に関する事項

①従持信託における帳簿価額は前事業年度157,157千円、当事業年度103,547千円であります。
②従持信託が所有する当社株式は株主資本において自己株式として計上しております。
③期末株式数は前事業年度85千株、当事業年度56千株であり、期中平均株式数は、前事業年度102千

株、当事業年度70千株であります。
④期末株式数及び期中平均株式数は、１株当たり情報の算出上、控除する自己株式に含めております。

－ 5 －
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貸借対照表に関する注記

１．有形固定資産の減価償却累計額 3,421,171千円

２．関係会社に対する金銭債権・債務
短期金銭債権 35,078千円
長期金銭債権 1,022千円
短期金銭債務 881千円

３．保証債務（金融機関からの借入に対する債務保証）
電算共済会 70,000千円

４．過年度に取得した固定資産のうち、国庫補助金等による圧縮記帳額は264,114千円であり、貸借対照表
上はこの圧縮記帳額を控除しております。

なお、その内訳は建物264,114千円であります。

損益計算書に関する注記

関係会社との取引高
営業取引 161,248千円

－ 6 －
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株主資本等変動計算書に関する注記

１．発行済株式の種類及び総数

株式の種類 　当事業年度期首の
　株式数（千株）

当事業年度増加
株式数（千株）

当事業年度減少
株式数（千株）

当事業年度末の
株式数（千株）

普通株式 5,837 － － 5,837

２．自己株式の種類及び株式数

株式の種類 　当事業年度期首の
　株式数（千株）

当事業年度増加
株式数（千株）

当事業年度減少
株式数（千株）

当事業年度末の
株式数（千株）

普通株式 377 － 29 348
（注）１．普通株式の自己株式の株式数のうち、従持信託が保有する当社株式は当事業年度期首85千株、

当事業年度末56千株であります。
２．普通株式の自己株式の株式数の減少29千株は、従持信託から持株会への売却によるものであり

ます。

３．剰余金の配当に関する事項
⑴　配当金支払額等

決議 株式の種類
配当金
の総額

（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成27年 5 月13日
取締役会 普通株式 94,271 17 平成27年 3 月31日 平成27年 6 月10日

平成27年10月30日
取締役会 普通株式 94,271 17 平成27年 9 月30日 平成27年12月 7 日

（注）１．平成27年５月13日決議の配当金の総額は、従持信託が保有する当社株式85千株に対する配当
金1,455千円を含んでおります。

２．平成27年10月30日決議の配当金の総額は、従持信託が保有する当社株式70千株に対する配当
金1,200千円を含んでおります。

－ 7 －
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⑵　基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類
配当金
の総額

（千円）
配当の原資

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成28年 5 月13日
取締役会 普通株式 127,544 利益剰余金 23 平成28年 3 月31日 平成28年 6 月13日

（注）１．平成28年５月13日決議の配当金の総額は、従持信託が保有する当社株式56千株に対する配当
金1,297千円を含んでおります。

２．平成28年５月13日決議による１株当たり配当額には、創立50周年記念配当５円を含んでおり
ます。

－ 8 －
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税効果会計に関する注記

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産

退職給付引当金 358,832千円
賞与引当金 207,268千円
減損損失 32,521千円
未払社会保険料 27,926千円
未払事業税 28,452千円
投資有価証券評価損 7,490千円
減価償却超過額 6,485千円
未払事業所税 6,087千円
資産除去債務 2,711千円
その他 44,650千円

小計 722,427千円
評価性引当額 △47,405千円

繰延税金資産合計 675,022千円
繰延税金負債

資産除去債務 △12千円
その他有価証券評価差額金 △9,184千円

繰延税金負債合計 △9,197千円
繰延税金資産の純額 665,825千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原
因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 32.8％
（調整）
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.9％
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.1％
住民税均等割 0.8％
試験研究費等の特別控除 △7.6％
評価性引当額 △4.6％
税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 2.7％
その他 0.1％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 25.0％

－ 9 －
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３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正する等の

法律」（平成28年法律第13号）が平成28年３月29日に国会で成立し、平成28年４月１日以後に開始する
事業年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税
金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の32.8％から、平成28年４月１日に開始する事業年度及び平
成29年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異等については30.7％に、平成30年４月
１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異等については30.5％になります。

この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は32,273千円減少
し、法人税等調整額は32,755千円、その他有価証券評価差額金は482千円、それぞれ増加しております。

リースにより使用する固定資産に関する注記

１．ファイナンス・リース取引
（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引
⑴　リース資産の内容

①　有形固定資産…………………………………主としてOCR読取機及び車両(「工具、器具及び備品」
及び「車両運搬具」）であります。

②　無形固定資産…………………………………ソフトウェアであります。
⑵　リース資産の減価償却の方法…………………重要な会計方針に係る事項「３．固定資産の減価償却の

方法 ⑶ リース資産」に記載のとおりであります。

２．転リース取引に該当し、かつ、利息相当額控除前の金額で貸借対照表に計上している額
⑴　リース投資資産

流動資産 526,749千円
⑵　リース債務

流動負債 192,879千円
固定負債 333,857千円

－ 10 －
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金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項
⑴　金融商品に対する取り組み方針

設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達しております。一時的な余資は主に流
動性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。

⑵　金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である受取手形、売掛金及びリース投資資産は顧客の信用リスクに晒されております。
投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されてお

ります。
営業債務である買掛金は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日であります。
借入金は、運転資金（主として短期）及び設備投資に係る資金調達（主として長期）を目的としたも

のであり、償還日は最長で決算日後４年であります。
⑶　金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理
営業債権については、販売管理規程に従い、業務管理部が主要な取引先の状況を定期的にモニタリ

ングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況などの悪化等による回収懸念の
早期把握や軽減を図っております。

②　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握しております。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の

維持等により流動性のリスクを管理しております。
⑷　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価
額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等
を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

－ 11 －
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２．金融商品の時価等に関する事項
平成28年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

貸借対照表計上額
（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

⑴　現金及び預金 1,549,498 1,549,498 －

⑵　受取手形 3,870 3,870 －

⑶　売掛金 4,739,751 4,739,751 －

⑷　リース投資資産 526,749 523,492 △3,256

⑸　投資有価証券

その他有価証券 158,583 158,583 －

資産計 6,978,453 6,975,196 △3,256

⑴　買掛金 835,200 835,200 －

⑵　短期借入金 2,394,000 2,394,000 －

⑶　1年内返済予定の長期借入金 317,040 317,084 44

⑷　未払金 715,826 715,826 －

⑸　長期借入金 783,800 755,140 △28,659

⑹　リース債務 602,544 582,015 △20,529

負債計 5,648,410 5,599,266 △49,143

－ 12 －
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（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項
資産

⑴　現金及び預金、⑵　受取手形、⑶　売掛金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。
⑷　リース投資資産

これらの時価について、一定の期間ごとに分類した債権ごとに、満期までの期間及び信用リス
クを加味した利率により割り引いた現在価値により算定しております。

⑸　投資有価証券
これらの時価について、株式等は取引所の価格によっており、投資信託は公表されている基準

価格によっております。
負債

⑴　買掛金、⑵　短期借入金、⑷　未払金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。
⑶　1年内返済予定の長期借入金、⑸　長期借入金、⑹　リース債務

これらの時価は、元利金合計額を、同様の新規借入又はリース取引を行った場合に想定される
利率で割り引いた現在価値により算定しております。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 貸借対照表計上額
（千円）

非上場株式 202,874
これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上

表には含めておりません。

－ 13 －
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３．金銭債権の決算日後の償還予定額

１年以内
（千円）

１年超５年以内
（千円）

５年超10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 1,549,498 － － －

受取手形 3,870 － － －

売掛金 4,739,751 － － －

リース投資資産 192,891 333,857 － －

合計 6,486,012 333,857 － －

４．長期借入金、リース債務の決算日後の返済予定額

１年以内
（千円）

１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

長期借入金 317,040 368,600 216,960 198,240 －

リース債務 219,630 186,543 137,138 40,969 18,263

合計 536,670 555,143 354,098 239,209 18,263

１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 1,448円26銭
１株当たり当期純利益 177円12銭

重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。

－ 14 －
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